
建
設
業
・
管
設
備
業
と

の
分
野
別
意
見
交
換
会

で
貴
重
な
意
見
を
聴
取

谷澤 政司 議員

障
が
い
者
へ
の
支
援
拡

充
策
は

自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用

日
本
一
を
目
指
す
に
は

コ
ン
ビ
ニ
・
大
型
店
舗

の
進
出
で
、
コ
ン
ビ
ニ

戦
争
が
始
ま
っ
て
お
り
、

市
内
の
商
業
が
心
配
だ
。

国
・
県
で
公
共
工
事
の

入
札
不
調
が
多
く
あ
る
。

高
山
市
で
も
建
設
土

木
・
水
道
業
に
影
響
が

出
て
、
若
者
の
技
術
者

の
雇
用
が
で
き
な
い
。

将
来
的
に
不
安
だ
。

前議会に一般質問した高山市伝
統構法木造建築物耐震化マニュ
アルが作成され、左官、大工業
の匠の技術が評価される。

問
高
山
市
で
の
入
札
不
調

の
影
響
は
。

答
不
調
は
年
間
3
6
4
件

中
20
件
あ
り
。
入
札
参
加

者
が
2
年
間
で
12
社
減
少

し
て
い
る
。

問
業
者
は
不
況
で
も
、
高

価
な
建
設
機
械
を
持
ち
、

除
雪
や
災
害
時
の
救
援
活

動
等
に
貢
献
し
て
い
る
。

入
札
業
者
に
対
す
る
市
の

考
え
は
。

答
機
械
を
持
つ
こ
と
が
困

難
な
中
で
、
除
雪
や
災
害

時
の
対
応
に
努
力
さ
れ
て

い
る
こ
と
に
は
感
謝
し
て

い
る
。
市
と
し
て
は
、
総

合
評
価
落
札
方
式
で
地
域

問
今
議
会
に
補
正
予
算
で

6
千
万
円
取
り
組
ま
れ
た
。

事
業
内
容
は
。

答
就
労
に
必
要
な
訓
練
等

行
う
就
労
支
援
事
業
の
利

用
者
が
増
加
し
た
た
め
必

要
な
給
付
費
を
計
上
。

問
進
出
の
現
状
と
分
析
は
。

地
元
商
業
へ
の
影
響
は
。

問
市
民
、
事
業
者
の
協
力

へ
の
支
援
策
は
。

答
現
在
も
行
っ
て
い
る
が
、

新
年
度
で
は
増
額
計
上
し

て
い
る
。

問
日
本
一
を
達
成
す
る
ス

ケ
ジ
ュ
ー
ル
は
。

答
具
体
的
な
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル
は
定
め
て
い
な
い
。

貢
献
活
動
を
評
価
し
て
発

注
し
て
い
る
。

問
市
独
自
で
毎
年
平
準
化

発
注
へ
の
取
り
組
み
を
で

き
な
い
か
。

答
一
定
の
整
備
費
を
確
保

し
て
い
き
た
い
。

答
コ
ン
ビ
ニ
は
49
店
舗
中
、

市
民
な
ど
の
経
営
が
42
店

舗
あ
る
。
大
規
模
小
売
店

舗
は
外
資
系
が
25
店
舗
あ

る
。
地
元
小
売
店
舗
と
の

競
争
が
激
化
し
て
い
る
状

況
に
あ
る
。
店
舗
の
廃
業

や
倒
産
に
つ
い
て
は
、
市

民
生
活
に
お
け
る
利
便
性

の
低
下
や
空
き
店
舗
が
放

置
さ
れ
景
観
上
の
問
題
、

債
権
回
収
の
問
題
な
ど
で

取
引
業
者
へ
の
影
響
が
あ

る
と
考
え
る
。

昨年12月12日、「平成26年度与党税制改正大綱」において、自民党、公明党は、軽減税率につ
いて「消費税率10％時に導入する」との文言を盛り込んだ。
軽減税率は、低所得者層を含む消費者全体へ持続的に恩恵がおよぶ制度であり、欧米諸国の多
くで食料品など生活必需品に対して適用されており、国民の負担軽減のための制度として長く運
用され続けている。
消費税8％への引き上げ段階においては、簡素な給付措置が実施されるが、あくまで一時的な
ものであり、抜本的かつ恒久的な対応が求められている。
各種世論調査においても明らかなとおり、多くの国民が制度の導入に賛成しており、平均所得
が低く、いまだ景気回復の実感が広がらない地方では、軽減税率の導入による恒久的な対応を望
む声が高まっている。
よって国におかれては、以上の現状を踏まえ、下記の事項について適切な措置を講じられるよ
う強く要望する。

⒈�与党大綱に沿い、軽減税率制度の対象品目や中小事業者等に対する事務負担の配慮などを含め
た詳細な制度設計の協議を急ぎ、本年末までに結論を出すこと
⒉軽減税率の導入開始の時期については、「消費税10％への引き上げと同時」とすべきこと

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。

平成26年3月27日
高 山 市 議 会　　

記

消費税の軽減税率制度の早期導入を求める意見書議員発議

高山市議会ぎかいだより�第15号

3月定例会報告� 一般質問
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